　　　　　　　　　　　　　　殿 
２０１８　年　　月　　日
２０１８年度　高齢期の年金・保健・医療・介護・福祉・就労の
充実を求める高齢者全都共同要請行動申し入れ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申し入れ団体
                        　　       　　　　　    東京高齢期運動連絡会　　　　　
                                   　　　　　       　　　 　　 会　長　　　杉山　文一
　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　東京都老後保障推進協会　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会　長　　　城田　尚彦
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　全日本年金者組合東京都本部　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　執行委員長　杉山　文一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　全日本建設交運一般労働組合東京都本部
                                              　　　　　　　　  執行委員長　松田　隆浩
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　三多摩高齢期運動連絡会　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代　表　　　畑中　久明
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　東京高齢者全都共同行動事務局　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　豊島区南大塚３―４３―１３
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全日本年金者組合東京都本部気付
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＴＥＬ（３９８６）８５６６
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ（３９８６）８５６７
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
住民のいのちと暮らしの充実のためにご努力されていることに敬意を表します。
高齢化社会と言われるようになったのもまだ最近のような気がしますが、全国の高齢化率は２７％を超えたと報じられ、今は高齢化社会から完全に高齢社会になりました。
今年は、後期高齢者医療保険制度が創られてから１０年になります。７５歳以上の高齢者の医療費負担は一気に跳ね上がり今も増え続けています。「介護の社会化」の名目で創設された介護保険制度も、社会化に逆行して「自立・自助」が叫ばれ、保険料の引き上げと家族介護を余儀なくされています。
高齢化の進行は後期高齢者の激増という姿を生み出し、高齢者の一人暮らし生活の増加と、認知症問題が社会問題となっています。他方高齢者の命の綱である年金は減り続けています。
私たちは、このような中で、住民のいのちと暮らしを守るのを本旨とする自治体が、私たちと一緒になって、高齢者のいのちと暮らしをまもるために、ご努力下さる事を願い、次の点について改善に取り組んで下さる事、そして私どもとの懇談の機会を設けて下さる事をあわせて要請致します。
                        　　　　　　　   記
　
１、要請日       　月　     日　     時
２、要請内容……高齢者の年金・保健・医療・介護・福祉・就労について（別紙参照）
３、要請に対しましては、区市町村長または副区長、副市長・他担当部署の責任者の参加をお願い致します。
４、要請参加者数は（　　　）名程度になりますので、適当な場所の確保を宜しくお願いします。
５、アンケートにつきましては別途要請行動日以前までに回答をお願い致します。
６、要請内容については文書での回答をお願い致します。
以上
